2010年2月5～6日、東京都・有明ワシントンホテル、ＴＯＣ有明で「2010春闘勝利！公共サービス民間労組春闘討論集会」が開かれ、47県本部250人（うち女性48人）が参加した。北海道からは、中村道本部公共民間労組協議会議長（渡島地本・亀田清掃労組）ほか8人が参加した。

冒頭、宮島議長（大阪府本部・日本ヘルス工業労組）が、「組合の組織率は18％と言われている。春闘にむけて地域での組織化がより重要である。えさき必勝にむけて、この2日間、職場で元気の出る議論を」とあいさつした。続いて、自治労本部の軍司副委員長から来賓あいさつ、全国一般の大浦議長から連帯あいさつをうけた。

その後、公共民間2010春闘方針について森事務局長から提起をうけた後、集会前段に行なわれた省庁交渉について報告をうけた。
交渉では、自治労から友利書記次長、評議会から森事務局長および全国幹事15人が参加。総務省では小川淳也政務官が対応。「自治体委託労働者の雇用安定と労働条件改善のための要求書」を提出し、全国幹事から埼玉県委託の実態や清掃職場の実態などを訴えた。小川政務官は、「日本の雇用全般にかかわる話を伺うことができた。しっかりと受け止めていきたい」と回答した。
厚生労働省では、「自治体における委託労働者の雇用安定・労働条件向上についての要求書」を提出し、介護労働者の実態や公契約条例、労働契約継承法の維持を訴え、厚生労働省から「検討していきたい」との回答を得た。

その後、全体討論で3単組から発言あった。大阪市スポーツ・みどり振興協会労組からは、「6月7～8日に大阪市で開催される全国スポーツ関係労組交流会への参加のお願い」。　　　　

北海道本部からは、「指定管理者制度については廃止すべき。地自法244条－2の廃止をかかげてたたかうべき」「介護労働者の賃金について、介護報酬改正分や処遇改善交付金が賃金につながっていない。再来年の改定に向けて基本賃金の改正にどう結びつけていくか。自治労として厚生労働省と交渉してほしい」と意見反映した。

宮城県本部から指定管理者制度について県での議論状況について報告があった。
森事務局長からは「指定管理者制度については、当面の対応として法改正を急ぐことで現場の不安をぬぐいたい。人事考課によるキャリアアップは当局の方が先を行っている状況もある。情報提供のご協力をお願いしたい。一体となってできるようがんばっていく」と回答した。

続いて、課題別事例報告として、①香川県本部「賃金闘争と単組強化の取り組み」②熊本県本部熊本市社協「組織化・組織拡大の取り組み」③埼玉県本部越谷市社協「介護労働者の処遇改善の取り組み」④21世紀職業財団労組「行政刷新会議事業仕分けの結果を受けて」について報告を受けた後、ビデオ「公共民間労働者の安全衛生」を見て学習し、一日目の日程を終了。その後、全体での交流懇親会を行った。

２日目は、テーマ別分科会として、①労働法を活用した労使交渉の進め方②自治体当局との交渉をどう進めるか③単組活動の活性化④非正規・有期雇用労働者の組織化と待遇改善⑤介護労働者の処遇改善の5つのテーマに分かれて学習と議論を深め、全体で春闘をたたかう意思統一をして２日間の日程を終了した。
